
東温市事務事業評価シート　令和5年度実施事業対象

№ ― 4

年度 ～

単位 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

4 5 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 2 4

4 4 2 4

不法投棄・環境パトロール事業

委託業者による監視車両で市内を巡回し、不法投棄の発見・回収
を行い、住民への啓発を図ります。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画 東温市一般廃棄物処理基本計画

活動内容

課　　名 環境保全課 係　　名 環境対策係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 一部委託 実施計画

監視車両で市内を巡回

不法投棄廃棄物やボランティア清掃ごみの処分

市内で収集された家電リサイクル法対象品の処分

達成度を
測る指標

指標名

公的関与

089-964-4415 メールアドレス kankyohozen@city.toon.lg.jp

３ ごみ減量・リサイクルシステムの構築

事業区分

事業の目的 良好な住環境の保全を図るため。 根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

総合計画 政策目標 ２ 安全で快適な社会基盤のまち 政策項目 ３ 環境施策の総合的推進

012 1013 事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

最終目標

市内巡回 週2回の巡回 回
100 100 100 100

104 95

ごみの処分量 回収実績による t
14 14 13 10

14 12

家電リサイクル法対象品の処
分量

回収実績による 台
120 120 100 100

77 73

予算費目 会計 一般会計 費目名 衛生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他特定財源 1,037 1,036 0

一般財源 3,384 3,285 5,360

0.248 1,575 0.248 1,566 0.248 1,566

計(Ａ) 4,421 4,321 5,360

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 環境対策係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

不法投棄が依然として後を絶ちません。

効率性 入札により委託料の抑制を図っており適正です。

改　革
計　画

民間委託によるパトロールやボランティア清掃、看板設置に加えて、職員による啓発車両によるパトロール、出前講座を行うことで不法投棄を減らし
ていかねばなりません。

今後の方向性 現状維持

不法投棄方法の巧妙化や従来不法投棄の無かった場所への投棄などもあり、年により不法投棄量の増減はありますが、不法投棄に一定の抑止が
図られています。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

現在行っている巡回パトロールや看板設置等の取組に加えて、出前講座をはじめとする市民への啓発活動や関係機関との連携を図る
などして、不法投棄の減少に努めてください。

二次評価者

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 5,996 5,887 6,926

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

不法投棄されている現状を把握し、巡回パトロール及び不法投棄物の回収を行うことにより、不法投棄未然防止を図っています。

有効性 不法投棄多発地域を重点的に巡回パトロールを行うことで、不法投棄未然防止を効率的に行い、不法投棄量削減を図ります。

達成度

環境保全課長
総　合
評価点

mailto:kankyohozen@city.toon.lg.jp


東温市事務事業評価シート　令和5年度実施事業対象

№ ― 4

年度 ～

単位 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

4 5 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 3 4

3 4 3 4

今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

法律や東温市一般廃棄物処理実施計画に基づき一般廃棄物処理を適正に行うため、実施する必要があります。

有効性 現状では事故なく安全に管理できており、老朽化した屋根の取り換えや照明のLED化等、長寿命化に向けた工事を行っています。

達成度

環境保全課長
総　合
評価点

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 51,686 42,653 52,063

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 4.000 8,436 4.000 8,372 4.000 8,372
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 環境対策係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

現職員数で、今年度から始まる高齢者等ごみ出しサポート事業にも対応できるよう、効率的な施設運営に努めます。また、プラ新法に伴う分別の変
更について、今後周知を図ります。

効率性
日常点検や保守点検、年次改修計画の実施などで、効率的かつ長期的に性能維持を図っており、また、故障箇所の拡大防止や故障の未然防止
効果もあり、経費削減となっています。

改　革
計　画

住民アンケートや廃棄物処理検討委員会の意見を参考にしながら、効率的かつ分かりやすいごみの分別収集を検討します。

今後の方向性 現状維持

安全運転管理や日常点検を平素から適正に行っており、事故の発生を防いでいます。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

一般廃棄物処理事業として、直接搬入ごみの受け入れ及び東温市リサイクルセンターの安全運転管理を行っており、特に問題となると
ころはありません。
今年度から高齢者等ごみ出しサポート事業が始まりますが、職員の安全面等を考慮しながら、スムーズな事業展開に努めてください。

二次評価者

その他特定財源 1,665 2,718 2,738

一般財源 22,532 12,624 15,701

3.000 19,053 3.000 18,939 4.000 25,252

計(Ａ) 24,197 15,342 18,439

予算費目 会計 一般会計 費目名 衛生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

車両の事故件数 過去の実績による 件
0 0 0 0

0 0

最終目標

直接搬入ごみ量 過去の実績による t
186 284 284 300

158 279

施設の事故件数 過去の実績による 件
0 0 0 0

0 0

指標名

公的関与

089-964-4415 メールアドレス kankyohozen@city.toon.lg.jp

３ ごみ減量・リサイクルシステムの構築

事業区分

事業の目的 東温市の一般廃棄物処理事業を円滑に実施するため。 根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

総合計画 政策目標 ２ 安全で快適な社会基盤のまち 政策項目 ３ 環境施策の総合的推進

012 1016 事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

清掃施設管理運営費

直接搬入ごみの受け入れ及び東温市リサイクルセンターを安全に
運転管理します。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画 東温市一般廃棄物処理基本計画

活動内容

課　　名 環境保全課 係　　名 環境対策係 電話番号

施設の維持管理 事業運営方法 直営 実施計画

直接搬入ごみの受け入れ

リサイクルセンターの管理運営

各集積所への安定的なコンテナ・ネット等の配布

達成度を
測る指標

mailto:kankyohozen@city.toon.lg.jp


東温市事務事業評価シート　令和5年度実施事業対象

№ ― 8

昭和 54 年度 ～

単位 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

4 5 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 3 4

4 4 2 4

市営墓地管理事業

墓地台帳等を適正に管理し、共有施設等では委託業者への維持
管理指導及び利用者への適正な利用依頼を行います。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画

活動内容

課　　名 環境保全課 係　　名 環境対策係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 直営 実施計画

墓地台帳の異動

施設の除草・清掃

墓地使用者に対して利用状況の改善指導

達成度を
測る指標

指標名

公的関与

089-964-4415 メールアドレス kankyohozen@city.toon.lg.jp

５ 墓地・火葬場の適正管理

事業区分

事業の目的
市営志津川墓園の適正な管理、運営を行い、市民への墓地の提
供、快適な利用をしていただき、公衆衛生の向上と公共の福祉に
寄与すること及び良好な環境の確保のため。

根拠法令等 墓地、埋葬に関する法律

総合計画 政策目標 ２ 安全で快適な社会基盤のまち 政策項目 ３ 環境施策の総合的推進

012 1024 事務事業名

主要施策

該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

最終目標

志津川墓園使用申込み基数 3号区の使用許可基数 基
1 1 1 全区画

1 3

志津川墓園使用申込み基数 4号区の使用許可基数 基
4 4 4 全区画

5 3

予算費目 会計 一般会計 費目名 衛生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0 令和4年度は、事業費を上回
る市営墓地使用料の収入が
あった。地方債 0 0 0

その他特定財源 4,250 3,750 4,000

一般財源 -673 461 2,960

0.300 1,905 0.300 1,894 0.300 1,894

計(Ａ) 3,577 4,211 6,960

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 環境対策係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

使用者による墓地へのお供え物、朽ちた塔婆等のごみの放置があり、対応に苦慮しています。

効率性 人件費の上昇により、委託料は上昇傾向にあります。

改　革
計　画

墓地使用者に対するごみの持ち帰り等を啓発するための看板設置や墓地購入者に対する案内文の送付等の対策をします。

今後の方向性 拡大・充実

トイレ清掃、通路の雑草刈取等の委託により、良好な環境の維持管理に努めていますが、各個人に販売した区画については管理が行き届いておら
ず、指導件数は増加傾向にあります。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

区画内の返還墓地及び区画外の空き地（未利用地）がいくつかありますが、雑草が繁茂し、利用環境に影響を及ぼすため、対策を講じ
るようにしてください。
また、ごみの持ち帰りについても継続して啓発活動に努めてください。

二次評価者

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 5,482 6,105 8,854

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

住民生活上ニーズが無くなることは無く、市営墓園の継続した維持管理は、欠かすことのできない事務事業です。

有効性 事業の継続により、着実な市民サービスの提供に繋がるため有効であると思われます。

達成度

環境保全課長
総　合
評価点

mailto:kankyohozen@city.toon.lg.jp


東温市事務事業評価シート　令和5年度実施事業対象

№ ― 1

年度 ～

単位 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

4 5 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 3 4

4 4 3 4

環境対策一般事務費(畜犬管理事務)

狂犬病予防集合注射の実施、動物遺棄・虐待防止及び防犯を目的とし
た自主防犯パトロール、狂犬病予防法に基づく野良犬捕獲、狂犬病予
防注射率の向上、正しい犬猫の飼い方の周知啓発活動を行います。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画

活動内容

課　　名 環境保全課 係　　名 環境対策係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 一部委託 実施計画

犬の登録時における鑑札の発行と台帳管理

狂犬病予防注射実施時の注射済票の発行と台帳管理

犬・猫の去勢、不妊手術実施時の補助金の交付

達成度を
測る指標

指標名

公的関与

089-964-4415 メールアドレス kankyohozen@city.toon.lg.jp

２ 自然環境の保全

事業区分

事業の目的
東温市内で飼われている犬の登録、狂犬病予防注射接種を推進
し、狂犬病の発生、蔓延を防ぐため。また、犬・猫の正しい飼育、管
理の啓発推進により、東温市民の生命、財産の侵害を防ぐため。

根拠法令等 狂犬病予防法

総合計画 政策目標 ２ 安全で快適な社会基盤のまち 政策項目 ３ 環境施策の総合的推進

012 1025 事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

設定期間なし

最終目標

狂犬病予防注射接種率
（集合注射頭数+個別注射頭数）/
登録実頭数×100

％
70 70 70 100

64 64

不妊去勢手術補助件数
制度の普及促進のために予算計上
頭数を指標としました

頭
135 135 140 140

113 126

予算費目 会計 一般会計 費目名 衛生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 144 1 1

地方債 0 0 0

その他特定財源 1,270 1,127 1,165

一般財源 2,309 2,948 3,469

0.199 1,264 0.199 1,256 0.199 1,256

計(Ａ) 3,723 4,076 4,635

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 環境対策係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

狂犬病予防注射の実施率の伸び悩み、また、餌やりによる野良犬、野良猫の増加が懸念されており、捕獲自体も猫の場合は出来ないため、広報・
チラシでの啓発・パトロール実施・不妊去勢手術の周知や地域猫活動の推進によって野良猫の頭数減少に努める必要があります。

効率性
病院での注射の割合が上がってきていますが、山間部居住者や高齢者の方等、集合注射を必要とする方も依然いますので、事業の継続は必要で
す。

改　革
計　画

注射実施率向上に関してはﾎﾟｽﾀｰ、広報、ホームページ、回覧等による周知活動を行います。野良犬に関しては保健所との協力により捕獲、パト
ロール、看板等による呼びかけを実施します。また、犬・猫の不妊去勢手術補助事業の周知により、犬・猫の繁殖防止を図ります。

今後の方向性 現状維持

東温市の狂犬病注射率は県内では水準以上にありますが、全国と比較すると依然として低いため、集合注射の利用推進、広報啓発活動による注
射率向上を図る必要があります。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

狂犬病予防接種の接種率向上のため、HPや広報誌による周知に加えて、新たな手法を検討してください。
また、無責任な野良犬等への餌やりは捕獲の妨げとなるため、引き続き保健所等と協力して注意指導に努めてください。

二次評価者

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 4,987 5,332 5,891

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

現在、国内の犬から狂犬病は発生していませんが、症状が現れると命に関わります。このことから、狂犬病予防注射の必要性はかなり高く、更なる注
射率向上を図る必要があります。

有効性
野良犬に関する苦情は継続して多く、中予保健所とも協力のもとの捕獲作戦や、捕獲器や職員人力による捕獲、また餌やり防止などの施策に努め
る必要があります。

達成度

環境保全課長
総　合
評価点

mailto:kankyohozen@city.toon.lg.jp
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№ ― 8

年度 ～

単位 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

4 5 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 3 4

4 4 3 4

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

環境問題への注目が高まる中で、環境意識を高め、将来を担う人材育成に繋げることができる本事業の必要性は大きいものです。

有効性 本事業については、即効性を求めるものではなく、継続することで将来的に効果が得られるものです。

達成度

環境保全課長
総　合
評価点

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 2,432 2,590 2,892

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 新エネ推進係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

e-programの実施対象を中学生まで拡大したことで、より広い年齢層への働きかけができるようになった一方で、今後は毎年市内全校から実施希望
が得られるよう、学校側へ事業内容の周知を図る必要があります。

効率性 本事業では、愛媛大学や愛媛県（総合科学博物館等）との連携や企業の実施する出前講座の活用を図っています。

改　革
計　画

学校側が受講したくなるような出前講座の実施や、HPでもe-program実施の様子を掲載しているため、HPの認知度向上を図ります。

今後の方向性 拡大・充実

令和5年度から中学生向けにもe-programを実施しており、年齢層の拡大もできていることから、概ね達成できています。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

本事業は、次世代のリーダーとなる小中学生が環境問題に関心を持ち、持続可能な社会の実現に向けて行動するための支援事業であ
ることから、市として事業の拡大や事業内容を広く周知するなどして積極的に取り組むようにしてください。

二次評価者

その他特定財源 0 0 0

一般財源 1,232 1,397 1,699

0.189 1,200 0.189 1,193 0.189 1,193

計(Ａ) 1,232 1,397 1,699

予算費目 会計 一般会計 費目名 衛生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

最終目標

とうおんe-program実施回数
市内小中学校でのe-program実施
校数

回
7 9 9 9

7 9

指標名

公的関与

089-964-4415 メールアドレス kankyohozen@city.toon.lg.jp

１ 「環境先進地・東温」づくりの総合的推進

事業区分

事業の目的
今後起こりうる環境問題に対応できる意識の高い子どもを育てるた
め。

根拠法令等

総合計画 政策目標 ２ 安全で快適な社会基盤のまち 政策項目 ３ 環境施策の総合的推進

012 2003 事務事業名

主要施策

該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

 エコ・キッズ支援事業

各年齢層に応じた環境教育を実施します。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画 第２次東温市環境基本計画、東温市スマートエコタウン計画

活動内容

課　　名 環境保全課 係　　名 新エネ推進係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 直営 実施計画

乳幼児期から始める環境教育支援事業（とことこクラブ）の実
施

愛媛大学・愛媛県等と連携し、とうおんe-programの実施

環境教育やエコ活動に取り組む小学生を支援する「エコ・キッ
ズポイントプログラム」の実施

達成度を
測る指標

mailto:kankyohozen@city.toon.lg.jp
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平成 13 年度 ～

単位 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

4 5 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 3 3

4 4 3 3

地球温暖化対策機器設置整備事業補助金

市民向けに省・新エネルギー機器等の導入を促進します。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画 第２次東温市環境基本計画、東温市スマートエコタウン計画

活動内容

課　　名 環境保全課 係　　名 新エネ推進係 電話番号

補助金・負担金・支援 事業運営方法 補助等 実施計画

家庭用リチウムイオン蓄電池及び燃料電池の設置に係る補助

ＺＥＨ（ゼロ・エネルギー・ハウス）導入に係る補助

クリーンエネルギー自動車（電気自動車（BEV））導入に係る補
助

達成度を
測る指標

指標名

公的関与

089-964-4415 メールアドレス kankyohozen@city.toon.lg.jp

１ 「環境先進地・東温」づくりの総合的推進

事業区分

事業の目的
2013年度を基準年度として、市内全体の温室効果ガス排出量を
2030年度までに28.4％削減する目標を達成するため。

根拠法令等

総合計画 政策目標 ２ 安全で快適な社会基盤のまち 政策項目 ３ 環境施策の総合的推進

012 2019 事務事業名

主要施策

該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

最終目標

家庭用リチウムイオン蓄電池
及び燃料電池設置台数

設置台数 台
50 50 50 50

50 50

ＺＥＨ（ゼロ・エネルギー・ハウ
ス）導入件数

導入件数 件
15 15 15 15

15 15

クリーンエネルギー自動車（電
気自動車（BEV））導入台数

導入台数 台
令和5年度から実施 10 20 20

令和5年度から実施 10

予算費目 会計 一般会計 費目名 衛生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 1,050 2,433 2,666

地方債 0 0 0

その他特定財源 6,950 6,567 7,334

一般財源 0 0 0

0.132 838 0.132 833 0.132 833

計(Ａ) 8,000 9,000 10,000

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 新エネ推進係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

現状の施策は当市で設定した2030年までの温室効果ガス削減目標を達成するために行っているものですが、国の掲げる2050年カーボンニュートラ
ルを達成するために、更なる施策が求められます。

効率性 補助対象の機器等について、国や他自治体等の動向を踏まえ、見直す余地があります。

改　革
計　画

国や他自治体の動向を踏まえ、制度の見直しを図ります。また、市有施設の脱炭素化を促進します。

今後の方向性 拡大・充実

令和4年度から、毎年度予算上限の補助を実施できていることから、現在の目標に対しては概ね達成できています。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

気候変動は地球規模の課題であり、生活環境に影響を及ぼしています。
この問題に対処するため、カーボンニュートラルを目指して現在の取組の拡大や更なる施策の充実を図るようにしてください。

二次評価者

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 8,838 9,833 10,833

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

地球温暖化対策は、行政が率先して取り組む必要があります。省・新エネルギー機器等の導入については費用もかかることから、今後も市民への支
援を継続して実施する必要があります。

有効性
家庭から排出されるCO2削減を図るためにも、補助金を実施することによる省・新エネルギー機器等の導入の普及促進は、地球温暖化対策に有効
です。

達成度

環境保全課長
総　合
評価点

mailto:kankyohozen@city.toon.lg.jp

